











 1） «Loi Florange», Loi No.2014-389 du 29 mars 2014 visant à reconquérir l’économie 
réelle、「実体経済の再建に関する2014年３月29日法律第2014-384号」NOR: 












































































 4） Alain COURET, Professeur à l’école de droit de la Sorbonne (Paris 1), Associé 



































に関するマニフェスト（通称「ガロワ報告書」）、Pacte sur la compétitivité de 































の国際的専門家とともにExpert Corporate Governance Service (ECGS Ltd.)を設


















11．この制度は株式合資会社（société en commandite par actions）のよう
な上場されていない株式会社に関する規定である。逆に同規定は、略式















































































































































































































































































































































































































た16）。また、１株１票（une action、un voix）、資本多数決の原則（à capital 
15） 同様の指摘として、Philippe MERLE, Droit commercial Sociétés commerciales 
19e éd.2016, Dalloz, p. 385.
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21） Report on the Proposal for a directive of the European Parliament and of the 
Council amending Directive 2007/36/EC as regards the encouragement of long-
term shareholders engagement and Directive 2013/34/EU as regards certain 
elements of the corporate governance statement 12-05-2015 :Documents in dossier 
JURI/8/00435, PE544.47v03-00, A8-0158/2015：COM (2014)0213-C7 0147/2014-
20140121 (COD).
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たは爾後の非常総会により与えられる。
②　加えて、準備金・利益または発行プレミアムの組入による資本増加の
場合には、二重議決権は、当該権利を享受する旧株式に比例して、株主に
無償で交付される記名株式に、その発行時から与えられることができる。
③　株式が規制市場上での取引が認められている会社においては、第１項
所定の二重議決権は、現実の経済を回復することを目的とする2014年３月
29日デクレ第2014-384号の交付後に採用された定款の反対の条項のないか
ぎり、同一の株主名義での２年以上前からの記名登録を証明された全額払
込済のすべての株式について正当な権利である。２項の適用により無償で
付与される記名株式に発行時から付与される二重議決権についても同様で
ある。
L.225-124条　①　無記名式に転換されまたは所有権を譲渡された株式はす
べて、L.225-123条を適用して与えられた二重議決権を喪失する。しかしな
がら、相続・夫婦共有財産の清算または配偶者もしくは相続権のある血族
のために生存者間における贈与に伴う移転は、既得権を喪失させず、かつ
L.225-123条第１項および最終項所定の期間を中断しない。二重議決権を付
与した会社の定款に反対の条項のないかぎり、株主である会社の合併また
は分割に伴う移転の場合についても、同様である。
②　会社の定款が二重議決権を設けたときであっても、会社の合併および
分割は、１または複数の受益者である会社の内部で行使されることができ
る二重議決権については、効力を有しない。
（出典：加藤徹・小西みも恵・笹川敏彦・出口哲也「フランス会社法（６）」
法と政治65巻４号（2015年２月）418-419頁）
